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開放に転じた一九七八年末の中国共産党一一期三中全会に遡ることができる。広東省党委員会書記習仲勲が広東省の自主権拡大を中央に要求すると、国務院は広東省宝安県への「輸出商品生産基地」の設置を提案した。翌一九七九年四月の中央工作会議 は、鄧小平が「輸出特区」の試行、広東・福建両省による「特殊政策・弾力措置」の実施が提起された。これを受けて同年七月に広東・福建両省の「特殊政策・弾力措置」の実施が決定され、四つの経済特区（深圳、珠海、汕頭、厦門）の設 はその一環をなした。経済特区の建設では、当初の狙いとは異なり、国内資本が原動力となったが、経済特区は技術 知識、管理、対外政策の「窓口」とされた。
　
鄧小平が経済特区を視察した
一九八四年には、北は遼寧省の大連、南は広西チワン族自治区の北海にいたる沿海一四都市の対外開放が決定された。このうち 条件の整った一二都市に経済技術開発区が合計一四カ所設置された。一九八八年には、長江三角州、珠江三角州、閩南（厦門、漳州、泉州）三角地 、遼東半島、山東半島、渤海湾、広西沿海地区の対外開放がなされ、対外開放は、文字どおり、 「点」から「線」 、さらに「面」へと広がりをみせた。　
また一九八八年には、海南島が












に長江流域を加えた対外開放 意味する。 「Ｔ」字の要に位置する上海に浦東新区が設けられ、長江流域の安徽省の蕪湖から重慶までの五都市は沿江開放都市とされ 。　
⑵「Ｕ」字戦略は、中国を取り
巻く陸上国境地域を指し、黒竜江省の綏芬河から新疆ウイグル自治区の伊寧を経て、広西チワン族自
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 一九八四年に設置された経済技術開発区が、遼寧省の営口から新疆ウイグル自治区のウルムチにいたる一八カ所に新たに設けられた。また 九〇 上海浦東新区、一九九四年には江蘇省の蘇州工業園区と浙江省の寧波大榭開発区 対し、経済技術開発区政策の実施が認められた（現在、国家級経済技術開発区は全国二一九カ所にのぼる。 「中国開発区網」二〇一六年三月一日アクセス） 。
ⅱ
 ハイテク産業に重点を置いた科学技術部所管の高新技術開発区が、北京から重慶にいたる 八カ所に設けられた（現在、一四六カ所。同上） 。
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康社会」や「和諧社会」が志向されるようになり、 「両高一資」 （高エネルギー消費・高汚染・資源消費型）産業が抑制される一方で、産業高度化・イノベーション主導型成長が志向されるようになった。また外資に対しては、 「超国民待遇」の見直しも始まった。二〇一二年四月の国務院「輸入強化・対外貿易均衡発展の促進に関す指導意見」は、輸出振興策の見直しと内需主導型成長への転換点となった。　
なかでも輸出加工については、
一九九〇年代後半から密輸対策として、またその後は産業高度化の観点から、加工貿易の管理体制が強化されるように 具体的には、加工貿易の「禁止」 「制限」「許可」項目の設置、免税通関に際し保障金を求める銀行保証金台帳制度の導入、多次加工に及ぶ製品の「転廠」管理の強化などである。そして加工貿易を輸出 区に誘導する方針も明らかにされた。　
こうして一九九〇～二〇一二年
に設けられた六種類・一二四カ所の特殊区域は、一一〇カ所の海関特殊監督管理区域、三一カ所の総合保税区、一四カ所の保税港区、四六カ所の輸出加工 、五カ所の
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絞られるようになった。二〇〇五～〇六年に上海浦東・天津濱海の両新区、翌二〇〇七年には深圳が総合改革試験区 、また重慶・成都も都市・農村統合改革試験区として位置づけられ グローバル化、地域開発、市場経済化に向けての「実験」が本格化した。また二〇〇七年には、湖北省の武漢、湖南省の長株潭（長沙、株洲、湘潭）が資源節約・環境友好型建設の総合改革試験区とされた。その後も、 遼寧省の瀋陽（新型工業化） 、山西省（資源型経済転換） 、浙江省の義烏（国際貿易） 、厦門（両岸交流） 、黒竜江省（現代農業が総合改革試験区に指定された。　
全面的改革試点とは異なるが、
















人民代表大会常務委員 副委員長が、青島保税区主催のシンポジウムにおいて、保税区を 由貿易区に転換し改革試点にすることを提起した。これが中国における区設立の発端となった。二〇〇〇年代半ばからは、上海、深圳、天津、成都、重慶などが国務院に対して、保税 の自由貿易区への転換を求める提案書を提出し始めた。これに対して国務院は、二〇〇八年から国家発展改革委員会、国務院発展研究中心によ 上海 深圳、天津などの実地調査を実施し、翌二〇〇九年四月に「上海市の現代サービス業・先進製造業の発展・加速化と国際金融センターおよび国際航運センターの建設推進 関する意見」 （四つのセンター構想）を発布した。
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これ以後、上海市が自貿区設立
の先導役となった。二〇一一年一〇月に上海市は、 「 一一年世界自由貿易区大会」で保税区を自貿区に転換させる意向を表明した。翌二〇 二年一一月に上海市人民代表大会が「上海市国際貿易センター建設推進条例」を発布し、二〇一三年一月に上海市人民代表大会・政治協商会議で自由貿易園区試点建設が報告された。　
二〇一三年三月には、上海を視








化を目指していることは 二〇一五年五月の中共中央・国務院の「開放型経済新体制の構築に関する若干の意見」でも明らかにされている。この「意見」 第一九条によると、 「若干の自由貿易試験園区を建設する。上海自由貿易試験区の改革開放を深化させ、サービス業と先進製造業の対外開放を拡大し、投資と創新を促進する政策体系を形成し、一部の開放措置を浦東新区に適用し、改革試点経験を総括し、全国に複写・普及させる」 （ 「新華網」二〇 五年九月一七日発表）とされている。　
第二は、地域開発における主導
的役割である。自貿区では 国内の地域開発構想、とくに「長江経済帯」 「京津冀」 （北京、天津、河
北） 「粤港澳」 （広東、香港、マカオ） 「両岸」 （福建、台湾）などとの連携が強調される。これら重点地区に自貿区の経験を「複写・普及」させることが見込まれている。　
第三は、グローバル化への対応
である。今日 中国の対外戦略といえば、 「一帯一路」構想である。しかし二〇一五年三月 発布された綱領的文書をみても、基本原則が列記されているだけで、その全体像は必ず も明確ではない。ただ、 「一帯一路」構想が西部大開発の延長線上に位置すること 明らかであり、中西部の開発に対する自貿区 輻射作用 対する期待はやはり大きいといえよう。　
より興味深い動きは、 「一帯一
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